別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費
	事業名:多文化共生推進支援費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　総合企画部　国際課　地域国際化担当　電話番号：058-272-8175
　　　　　　　　　　　E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：　1,916千円（前年度予算額：1,948千円）

	事業内容


	１　事業の内容


平成１８年度に策定した「岐阜県多文化共生推進基本方針」（平成２３年度中に見直し予定）に基づき、多文化共生社会づくりを推進するため、在住外国人に関わるさまざまな立場の方から意見聴取を行い、各種施策へ反映させるほか、多文化共生推進員に外国人コミュニティと日本人コミュニティとの橋渡しをしていただくことにより、県内での定住を目指す在住外国人の社会参画を支援していく。また、外国人学校の支援や、医療通訳派遣システムの構築など、広域的・全県的な施策展開を行っていく。
（１）外国籍県民会議
  外国籍県民の意見を施策に反映させるため、市町村からの推薦、又は公募により選ばれた外国籍の委員から成る会議を開催
（２）外国人等青少年支援者連絡会議【新規】
　外国人等青少年の進学・就学の推進を図るため、官民（国、県、市町村、県・市町村教育委員会、経済団体（企業）、ＮＰＯ、外国人等）から成る会議を開催
（３）市町村・市町村国際交流協会連携会議
　多文化共生等に関して、各市町村等と県との連携を図ることを目的として、市町村及び市町村国際交流協会との意見交換を開催
（４）多文化共生推進員の設置
各地域で多文化共生の推進のために活動している方に対し、外国人コミュニティと日本人コミュニティとの橋渡しの役割を担っていただく「多文化共生推進員」を委嘱
（５）外国人学校連携強化

　県内に５つあるブラジル人学校について、各種学校・学校法人の取得を目指す外国人学校に対する情報提供等の支援や、児童生徒の保健予防講習などを実施
（６）医療通訳派遣システム構築に係る調査

　日本語がよく理解できない外国人患者が医療機関を受診等する際に必要となる「医療通訳」の派遣システムを構築するため、医療通訳派遣実証実験及び同実験結果の検証を実施
（７）各種会議・研修への参加
7県1市で構成する「多文化共生推進協議会」への参加、「外国人集住都市会議」へのオブザーバー参加及び、国際課職員のスキルアップや知識習得のために、多文化共生等に関する講座を受講
（８）行政相談員研修会

　外国人が多く住む地域の振興局・事務所に設置する「在住外国人行政相談員」等のスキルアップのための研修会を実施
	２　所要経費


（１）外国籍県民会議：557千円
（２）外国人等青少年支援者連絡会議：158千円【新規】
（３）市町村・市町村国際交流協会連携会議：99千円
（４）多文化共生推進員の設置：332千円 
（５）外国人学校連携強化：43千円
（６）医療通訳派遣システム構築に係る調査：402千円
（７）各種会議・研修への参加：265千円
（８）行政相談員研修会：60千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

５ 外国籍県民にとっても暮らしやすい地域をつくる
・外国人が働いている企業と連携した生活指導・日本語研修の開催を支援する
・各種学校・学校法人の取得を目指す外国人学校に対する情報提供、助言等の支援を行う

・企業におけるコンプライアンスの徹底や、雇用・労働条件の改善に向けた企業への働きかけを行う

・災害発生時における市町村や国際交流協会と連携した外国人への情報提供体制を整える

・日本人・外国人双方が理解し合えるための機会となるシンポジウム、講座等を開催する

・自治会やＰＴＡ等への加入、地域行事への参加の働きかけ等、外国人の地域参画を促進する

	２　これまでの取組状況


「外国籍県民会議」及び「市町村・市町村国際交流協会連携会議」については、平成１９年度より継続実施しており、外国籍県民、市町村及び国際交流協会担当者など、いろいろな立場の方から意見を聴取して施策に反映させている。
外国人学校連携強化については、各種学校認可に関する説明会の開催（平成２１年度）のほか、平成２２年度からは健康診断が義務づけられていないブラジル人学校の児童生徒を対象とした保健予防講習会を実施している。
多文化共生推進員については、平成２１年度に１３名、平成２２年度に７名、平成２３年度に５名の方に委嘱を行い、計２５名の方に活動していただいているところである。

	３　これまでの取組に対する評価


本事業で、関係者から継続して意見聴取を行い、その声を的確に施策に反映している。また、義務教育制度の外にある外国人学校を側面的に支援することは、子どもたちが学ぶ機会を持つことをサポートするとともに、地域の安定にも貢献していると考える。

この不況下でも、母国に帰らずに日本に残っている外国人は、今後も日本で暮らしていこうと考える定住志向の方である。「外国籍県民」と日本人が、地域社会の一員としてともに安心して暮らしていくためには、行政の継続的な取組が必要である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	1,948
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,948

	要求額
	1,916
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,916

	決定額
	1,916
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,916


